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都道府県労働局労働基準部労働衛生主務課長 殿

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長

(公印省略)

献血時の生化学検査の結果通知書の労働者の健康管理における有効活用につい

て

平成16年7月に厚生労働省 薬事 ･食品衛生審議会血液事業部会等による審議を経て策定された

｢輸血医療の安全性確保のための総合対策｣において ｢日本赤十字社は医療機関等が検査結果を健

康管理上有用な参考情報として活用できる体制を整備するとともに､それを関係部局から医療機関

等へ十分周知すること｣と提言されたところである｡それを受けて今般､血液対策課長より別添の

とおり通知及び依頼があったところである｡

ついては､労働者が事業者に献血時の検査結果を提出した場合には､当該検査結果について産業

医等の医師の判断を求めた上で､労働者の健康管理における参考となる資料として活用するよう､

事業者等に周知されたい｡

なお､本結果通知書は､労働安全衛生法第66条第5項のただし書きに定めた ｢他の医師又は歯科

医師の行うこれらの規定による健康診断に相当する健康診断｣及び同法第66条の2に定めた ｢厚生労

働省令で定めるところにより､自ら受けた健康診断｣の結果を証明する書面には該当しないことを

申し添える｡
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薬食血発第 0323007号
平成 18年 3月 23日

厚生労働省医薬食品局血液対策課

労働基準局労働衛生課長 殿

献血時の生化学検査の結果通知書等の改訂 (お知 らせ)及び

医療機関等における当該通知書の活用の推進について (依頼)

日本赤十字社は､献血者が希望する場合には､採血時の生化学検査結果 (肝機

能検査､総コレステロール値等)等を､後日､本人に送付 していますo

この結果は､献血の都度送付 され､継続的な健康管理に資するものであること

から､医療機関等においても積極的に活用 していただくことが従来より期待 され

ていました,

こうした中､当課では､ 日本赤十字社や貴職等関係部局 との協議､薬事 ･食品

衛生寄蔵会血液事業部会等における審議を経て､平成 16年 7月に ｢輸血医療の

安全性確保のための総合対策｣ を策定.し､その中に ｢日本赤十字社は医療機関等

が検査結果を健康管理上有用な参考情報 として活用できる体制を整備するととも

に､それを関係部局から医療機関等へ十分周知すること｣ を盛 り込んだ ところで

すo

同報告を受け､今般､ 日本赤十字社は､医療機関等が献血者の提示する結果通

知書の内容を診療等の参考 としやすいよう､結果通知書等に係 る以下の改訂を行

いました｡

(1)結果通知書に 1回分の検査結果のみではなく､健康状態の蓮時的変化を追

うことができるよう､直近 5回分の検査結果を程示 (別紙 1) したこと

(2)当該検査方法､検査結果の解釈等 (別紙 2)に関する不明点の問い合わせ

先 (電話番号等)を結果通知書に掲載 したこと (当該検査の方法等は､医療

機関等で実施されているものと変わ りませんO)

なお､別紙 2については､ 日本赤十字社の医療機 関向けのホームページ

httpニ//www.jrc.orjp/ml-/top.htmlにも掲載 します (6月予定)0

最職におかれては､こうした体制整備の状況を踏まえ､事業者に対 して､献血

時の検査結果を労働者が持参 した場合に健康管理に活用するよう周知願います｡








